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○ 新潟県福祉のまちづくり条例の概要 

平成19年4月1日 

 

１ 目的（条例第１条） 

高齢者、障害者等の自立と社会参加を促進するために、生活環境の整備を図る施策を推進し、

もって、豊かな福祉社会の実現に寄与する。 

 

２ 責務（条例第３条～第６条） 

福祉のまちづくりを推進していくためには、県、市町村、事業者及び県民がそれぞれの立場

で、その責務を果たしていくことが重要である。県民総参加による福祉のまちづくり推進のた

め、責務の明確化を図る。 

 

３ 施策の基本方針（条例第７条） 

県の施策は、福祉のまちづくりへの県民の理解の促進、公共的施設等の整備、コミュニケー

ションの確保を基本方針として計画的に実施する。 

 

４ 整備基準等（条例第１０条、規則第４条、別表第１及び別表第２） 

公共的施設における多数の利用に供する出入口、廊下、階段等について、高齢者、障害者等

が安全かつ快適に利用できる構造及び設備についての整備基準を定める。また、より安全かつ

快適に利用できるための目標となる基準を定めることができることとした。 

 

５ 公共的施設の整備基準遵守等（条例第11条及び第12条） 

公共的施設の新設等をしようとする者は整備基準を遵守し、既存の公共的施設所有者は整備

基準への適合に努めるものとする。 

 

６ 整備基準適合証の交付（条例第14条、規則第５条） 

新設等、既存を問わず、公共的施設が整備基準に適合している場合は、施設所有者等の請求

により適合証を交付することができる。 

 

７ 事前協議（条例第15条～第18条、規則第６条～第８条及び別表第１） 

一定の規模の公共的施設（特定公共的施設）については、新設等をしようとする者に対し、

工事着手の30日前までに協議を求め、当該施設が整備基準に適合しない場合は、必要な指導及

び助言を行うことができる。 

 

８ 勧告、公表（条例第19条及び第20条、規則第９条） 

事前協議を行わないで工事を行ったり、協議の内容と異なり、かつ、整備基準に適合しない

工事を行う場合は、事前協議制度の実効性を確保するため、必要な勧告を行うことができる。

正当な理由がなく勧告に従わない場合は、その旨を公表することができる。 
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９ 既存特定施設の状況把握（条例第21条、規則第10条） 

既存の特定施設の所有者等に対し、整備基準への適合状況について報告を求めることができ、

必要がある場合は指導及び助言を行うことができる。 

 

10 公共車両等の整備（条例第23条） 

移動手段としての公共交通機関の整備の重要性から、交通事業者に対し、整備努力を求める。 

 

11 住宅の整備（条例第24条） 

だれもが高齢化を迎え、事故や病気によりハンディキャップを持つ可能性があることから、

これらに備えた住宅整備についての視点を促すため、整備努力を求める。 


